
農林水産業費
2 億 4,005 万 2.0％

（－ 1 億 194 万） 決
算
平成27年度

　

平
成
27
年
度
の
決
算
状
況
は
、

桑
折
町
総
合
計
画
「
復
興
こ
お
り

創
造
プ
ラ
ン
」
第
４
年
次
と
し
て

「
復
興
実
感
の
年
」
と
位
置
付
け
、

持
続
可
能
な
財
政
構
造
の
確
立
に

努
め
る
と
と
も
に
、
国
及
び
県
等

か
ら
の
特
定
財
源
を
活
用
し
、
引

き
続
き
放
射
性
物
質
除
染
業
務
や

災
害
公
営
住
宅
整
備
な
ど
の
東
日

本
大
震
災
に
対
応
す
る
事
業
の
本

格
的
実
施
、
町
制
施
行
60
周
年
記

念
事
業
、
幼
稚
園
の
統
合
整
備
、

歴
史
的
風
致
維
持
向
上
計
画
の
策

定
な
ど
の
事
務
事
業
を
展
開
し
ま

し
た
。

　

そ
の
結
果
、
歳
入
総
額

１
２
４
億
９
，
５
７
５
万
円
（
前

年
度
比
17
・
２
％
の
増
）、
歳
出

総
額
１
１
９
億
５
，
７
３
５
万

会計区分 歳　入 歳　出 差引額
国民健康保険 16 億 7,650 万 15 億 9,554 万 8,096 万

後期高齢者医療 1 億 4,999 万 1 億 4,982 万 17 万
介護保険 14 億 196 万 13 億 5,489 万 4,707 万

公共下水道事業 4 億 6,533 万 4 億 5,675 万 858 万

会計区分 基金名 残　高
一　　般 財政調整基金 9 億 1,836 万

減債基金 1 億 3,366 万
その他特定目的基金 24 億 6,173 万
土地開発基金 1 億 6,901 万
その他定額運用基金 7,570 万

合　　計 37 億 5,846 万
国民健康保険 国民健康保険給付費支払準備基金 8,206 万

介護保険 介護給付費準備基金 1,719 万

区　　分 収　入 支　出 差引額
収益的収支 3 億 9,900 万 3 億 4,811 万 5,089 万
資本的収支 2,055 万 1 億 3,637 万 ▲ 1 億 1,582 万

■各種基金の残高［平成 27年度末］� （単位：円）■特別会計決算� （単位：円）

■水道事業会計決算� （単位：円）

※�資本的収支の不足額1億 1,582万円は、留保資金および積立金などで補てん

円
（
前
年
度
比
20
・
８
％
の
増
）、

歳
入
歳
出
差
引
額
は
、
５
億
３
，

８
４
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
こ

の
う
ち
、
平
成
28
年
度
へ
繰
り
越

し
た
事
業
の
財
源
１
，
６
９
９
万

円
を
差
し
引
い
た
５
億
２
，

１
４
０
万
円
が
剰
余
金
と
な
り
、

決
算
は
黒
字
で
し
た
。
剰
余
金
の

う
ち
、
２
億
６
，
５
０
０
万
円
を

財
政
調
整
基
金
に
積
み
立
て
、
残

り
２
億
５
，
６
４
０
万
円
を
平
成

28
年
度
に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

　
予
算
の
執
行
に
お
い
て
は
、
緊

急
・
重
点
事
業
の
選
択
化
と
諸
経

費
の
節
減・合
理
化
を
図
る
な
ど
、

国
お
よ
び
県
等
か
ら
の
特
定
財
源

を
確
保
し
な
が
ら
、
財
源
の
重
点

的
・
効
果
的
な
配
分
を
行
い
、
健

全
な
財
政
運
営
に
努
め
ま
し
た
。

一
般
会
計
収
支
決
算
の
状
況

■
決
算
は
黒
字

歳入の特徴

　

多
く
の
方
々
か
ら
い
た
だ
き

ま
し
た
義
援
金
は
27
年
度
中

に
新
た
に
13
万
５
，
０
５
０

円
を
受
け
入
れ
、
受
け
入
れ

総
額
が
２
，
７
６
９
万
４
，

５
５
３
円
と
な
り
、
内
１
，

２
２
１
万
１
，
１
２
９
円
を
温

水
プ
ー
ル
・
多
目
的
ス
タ
ジ
オ

「
イ
コ
ー
ゼ
！
」
の
備
品
購
入

へ
充
当
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し

た
。
皆
さ
ま
の
温
か
い
ご
支
援

あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震

義
　
援
　
金

費　目 決算額 対前年度増減
消防費 321,217 ▲ 59,375
民生費 95,368 4,154
総務費 150,817 61,499
教育費 178,984 136,688
土木費 121,498 40,694
公債費 34,295 ▲ 1,268
衛生費 36,202 ▲ 295
農林水産業費 19,612 ▲ 7,941
災害復旧費 1,109 859
議会費 7,557 ▲ 34
商工費 10,249 4,506
諸支出金 0 0
合計 976,908
町民 1 人あたりの
町税負担額 109,665 407
※ �H28.4.1 現在の住民基本台帳人口 12,240 人
を基に算出

■町民１人あたりの歳出決算額■性質別歳出内訳

16.8%

54.3%

28.9%

＝用語の説明＝

【一般会計】
福祉や教育・土木といった
一般的な事業に使われ、町
の事業の基本となる会計
【自主財源】
町税や使用料など、町が自
主的に収入できるお金
【依存財源】
地方交付税など、国や県の
意思によって額が決めら
れ、割り当てられるお金
【町税】
町民の皆さんが町に納める
税金
【繰入金】
各種基金や他会計から一般
会計へ繰り入れるお金
【地方交付税】
自治体の財政力に応じ、国
から交付されるお金
【国庫・県支出金】
特定の目的のために国や県
から交付されるお金
【町債】
国や銀行などからの借入金
【公債費】
借入金（町債）の返済に使
うお金
【義務的経費】
歳出のうち、その支出が義
務づけられ、簡単に削減で
きない経費
【物件費】
委託料や賃金、旅費などに
関する経費
【繰出金】
一般会計から他会計や各種
基金へ繰り出すための経費
【補助費等】
さまざまな団体への補助
金・負担金に関する経費

（単位：円）

投資的経費 34億 4,470 万円
普通建設事業費　26 億 9,676 万円
災害復旧事業費  　7 億 4,794 万円

義務的経費 20億 2,552 万円
人件費　10 億 2,992 万円
扶助費　  5 億 7,533 万円
公債費　  4 億 2,027 万円

その他経費 64億 8,713 万円
物件費　　39 億 1,986 万円
繰出費　　  6 億 7,176 万円
補助費等　  6 億 3,846 万円
その他　　12 億 5,705 万円

歳出
119 億
5,735 万

（単位：円）

歳入
124 億
9,575 万

（単位：円）

自主財源   41億535万 依存財源   83億9,039万（67.1％）

　
こ
の
ほ
ど
町
の
家
計
簿
で
も
あ
る
平
成
27
年
度
の
決
算
が
ま

と
ま
り
ま
し
た
。
決
算
は
皆
さ
ん
が
納
付
さ
れ
た
税
金
、
国
や

県
か
ら
の
補
助
金
・
交
付
金
な
ど
が
い
く
ら
入
っ
て
き
て
、
ど

の
よ
う
に
使
っ
た
か
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
町
の
一
年

間
の
あ
ゆ
み
・
記
録
と
な
る
も
の
で
す
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
・
歳
出
状
況
と
主
な
事
業
、
町
の
借
金
（
町

債
）
や
貯
金
（
基
金
）
の
残
高
、
各
特
別
会
計
の
収
支
状
況
な

ど
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

地方譲与税
8,087 万  0.6％

（＋ 343 万）

使用料・手数料
寄付金
7,455 万
0.6％

（＋ 1,903 万）

県支出金
40 億 2,767 万
32.2％（− 8 億 2,903 万）

地方消費税交付
金
2 億 2,917 万
1.8％

（＋ 9,185 万）

国庫支出金
17 億 424 万
13.6％

（＋8億9,930万）

繰越金
6 億 1,541 万
4.9％（− 7,678 万）

繰入金
18 億 7,218 万
15.0％

（＋ 14 億 3,538 万）

諸収入
1 億 1,263 万  
0.9％（− 820 万）

分担金・負担金
8,082 万 0.6 ％

（＋ 406 万）

地方交付税
18 億 2,797 万
14.6％

（＋ 3,544 万）

その他
3,247 万  0.3％

（+215 万）

財産収入
746 万
0.1％（＋ 191 万）

教育費
14 億 8,713 万
12.4％

（＋ 4 億 8,419 万）
民生費
11 億 6,731 万
9.8％（＋ 3,516 万）

商工費
1 億 2,544 万
1.0％

（＋ 5,415 万）

議会費
9,250 万
0.8％（− 172 万）

消防費
39 億 3,170 万
32.9％

（− 7 億 9,221 万）

災害復旧費
1,356 万  0.1％

（＋ 1,046 万）

衛生費
4 億 4,312 万
3.7％

（－ 988 万）

総務費
18 億 4,600 万
15.4％（＋ 7 億 3,739 万） 諸支出金

0 万 0.0％
（± 0 万）

土木費
21 億 9,077 万
18.3％

（＋ 16 億 6,579 万）

町税
13 億 4,230 万
10.7%

（－ 1,381 万）町債
4 億 8,800 万 3.9％

（＋ 2 億 6,800 万）

公債費
4 億 1,977 万
3.5％

（− 2,164 万）

　地方交付税や地方消費
税交付金、国庫支出金（福
島再生加速化交付金）な
どが増加しました。繰入
金は、長期避難者生活拠
点形成交付金基金および
東日本大震災復興交付金
基金から災害公営住宅整
備事業への繰入れや、文
教施設建設基金から統合
幼稚園整備事業への繰り
入れを行いました。なお、
繰越金や、県支出金は減
少しましたが、歳入総額
は増加しました。町税な
どの自主財源および県支
出金や国庫支出金などの
依存財源ともに前年度よ
り増加しました。自主財
源 の 比 率 は32.9 ％ と な
り、10.9％増加しました。

歳出の特徴
　前年度比で大幅に減少
したのは消防費で、民地
除染事業のピークが過ぎ
たことによるものです。
また、農林水産業費は豪
雪農業災害対策事業補助
事業等が終了したことに
より減少しました。土木
費は、災害公営住宅整備
事業による増加です。総
務費は、長期避難者生活
拠点形成交付金基金積立
により増加しました。

※目的別の事業内訳の主
なものは次ページ参照

町のお金は
こんなところに

使われているんだね！

広報こおり　平成 28年 10月号広報こおり　平成 28年 10月号 67



Ⅰ．災害に強い安全で安心な町
消防団運営費、消防施設整備・管理費 4,926

防災対策費（防災訓練、防災行政無線保守点検　等） 523

伊達地方消防組合負担金 17,092

防犯対策費（防犯灯の LED化事業等） 1,404

交通安全対策費（カーブミラー補修工事等） 204

Ⅱ．みんなで支える健康で人に優しい町
臨時福祉給付金等給付事業費 2,116

原発事故対策費（内部被ばく検査、食品放射能測定等） 1,991

健康増進事業費（各種がん検診等） 2,536

社会福祉協議会・シルバー人材センター補助金 1,593

障�がい者福祉事業費（福祉タクシーや医療費助成、自
立支援サービスや生活用具の給付等） 24,265

老人福祉事業費
　（敬老会、敬老祝金、老人ホーム整備事業負担金等） 2,050

養護老人ホーム入所措置費 1,470

大かや園管理運営費 2,841

Ⅲ．自然豊かで住みやすい美しい町
原発事故対策費（仮置場設置工事、住宅除染作業等） 440,526

伊達地方衛生処理組合負担金、ごみ収集運搬業務委託
費 8,937

住宅用太陽光発電システム設置支援事業費 131

森林保全事業、半田山自然公園整備・管理費 19,777

公園施設管理費 806

合併処理浄化槽設置事業費 718

上水道拡張事業負担金、簡易水道組合への補助等 378

Ⅳ．復旧と復興快適に生活できる町
災害公営住宅整備事業 172,076

福島地方土地開発公社損失補てん金
　（堰向地区工業団地売却に伴うもの） 3,357

道路新設改良費（寺前上堰添等） 4,771

水路新設改良費（上郡地区用排水路等） 1,425

道路維持管理費 12,668

橋梁維持管理費 6,570

広域交通対策費（生活路線バス不採算路線補助等） 33

木造住宅耐震診断 67

Ⅴ．未来を拓く子育て支援と学びの町
統合幼稚園整備事業 9,881

母子保健事業費（妊婦健診等） 848

予防接種事業費
　（三種混合、インフルエンザ、子宮頸がん等） 2,613

子ども医療助成費（高校生までの医療費助成） 5,377

児童館・放課後児童健全育成費 2,874

児童手当給付費 16,950

ひとり親家庭医療費助成事業費 162

保育所管理運営費（地域子育て支援センター事業含む） 6,981

幼稚園管理運営費（幼稚園預かり保育含む） 5,944

小・中学校管理運営費 10,085

英語指導助手受入事業費 512

就学事務費（特別支援教育支援員の配置等） 2,524

学校給食センター運営費 12,303

生涯学習振興費（各種公民館講座・教室の開催等） 3,376

国際交流事業 524

公民館管理費 2,664

体育施設費（多目的複合施設整備事業、施設維持管理等） 8,259

文化財保護費（史跡桑折西山城跡整備事業等） 961

文化記念館管理運営費 1,110

Ⅵ．大災害に負けない活力ある町
農�業振興費（営農再開支援事業、水田農業構造改革対
策奨励事業、農産物販売促進事業等） 7,750

農��業基盤整備事業費
　（農業用排水路整備、土地改良区補助等） 777

有害鳥獣被害防止事業費 979

商�工振興対策費（「献上桃の郷」商標出願事務委託、商
工会補助金、中小企業貸付金等） 3,872

観�光振興対策費（観光案内看板設置、ホタル観賞者対策、
地域振興事業補助金等） 1,090

ふるさとづくり事業費（町民研修センター管理運営等） 1,792

Ⅶ．絆を支える住民が主役の町
文書広報費（広報紙の発行、行政連絡員報酬等） 5,126

住民自治協議会支援事業費、町内会集会所関係補助金等 228

統計調査費（国勢調査等） 505

選挙費（桑折町議会議員選挙、福島県議会議員選挙、
選挙啓発等） 1,407

議会管理運営費 7,616

地方債借入金元金償還金・利子支払費 41,977

　今年度の当初予算総額は 68 億 8,310 万円
でしたが、その後の予算補正により９月末の
予算現額は、73 億 4,279 万円となりました。

平成28 年度
一般会計上半期予算状況

■予算補正の主なもの

▶モモせん孔細菌病対策事業補助金 ( 増額 ) 1,688 万

▶産地パワーアップ事業補助金 ( 新規 ) 1 億 3,390 万

▶ため池等放射性物質対策事業費（増額） 2,099 万

▶除染業務等委託料　( 増額 ) 8,508 万

▶中学校テニスコート人工芝全面張替工事 ( 新規 ) 1,944 万

「復興こおり創造プラン」7つの基本構想別

区　　　分 25年度 26年度 27年度

健全化判断比率

実質赤字比率�（15.0） ― ― ―
連 結 実 質 赤 字 比 率
� （20.0） ― ― ―
実 質 公 債 費 比 率
� （25.0） 11.8 10.3 10.4 
将 来 負 担 比 率
� （350.0） 19.4 11.8 15.7 

資金不足比率
（20.0）

水道事業会計 ― ― ―
公共下水道事業特別
会計 ― ― ―

　一般会計についての健全化判断比率のう
ち、実質公債費比率、将来負担比率が増加
しましたが、一昨年より低い値であり、公
営企業（水道事業会計、公共下水道事業特
別会計）についての資金不足比率も良好で
あることから、財政の健全性が保たれてい
る状況にあるといえます。
　実質公債費比率は、一般会計の地方債償
還※１の減の一方、一部事務組合（伊達地
方消防組合等）の地方債償還の財源に充て
た負担金の増などにより増加しました。ま
た、将来負担比率は、公営企業（公共下水
道事業特別会計）の地方債償還に対する将
来の繰出金※2 見込額の増や、一部事務組
合の地方債残高の増などにより増加しまし
た。

1.�健全化判断比率の実質赤字比率、連結実質赤字比率、および資金不足比率は、赤
字や資金不足になっていないために「－」で記載しています。
2.�（ ）内は早期健全化基準。これを超えた場合、財政健全化団体として「財政健全
化計画」の策定と、自主的・計画的な健全化を国から求められることになります。

家計に例えると ... 家計に例えると ...
年収に占める年間の借金
返済額の割合

借金残高が年収の何 % あるの
かを示した割合

町債の状況
　町債残高は、実質公債費比率、将
来負担比率に大きく係わってくる
ものです。右のグラフは平成 22 ～
27 年度までの、一般会計・公共下
水道事業特別会計・水道事業会計の
町債残高の推移です。

※帯内の各数値が、会計年度ごとの
残高になります。

※�元利償還金の一定割合が「地方交付税」に算入・交付されるものを活用し、後年度における財政負担の軽減を図っています。

会計区分 26 年度末残高（A） 27 年度借入額（B） 27 年度償還金元金（C） 27 年度末残高
（A）＋（B）－（C）

町債
一般会計 41 億 7,052 万 4 億 8,800 万 3 億 6,721 万 42 億 9,131 万
公共下水道事業特別会計 20 億 2,758 万 1 億 4,760 万 1 億 4,303 万 20 億 3,215 万

企業債 水道事業会計 13 億 703 万 0 万 6,502 万 12 億 4,201 万

■残高の推移（単位：円） 会計内訳 一般会計 公共下水道事業 水道事業

■平成27年度末　町債等の残高� （単位：円）

実質公債費比率 将来負担比率

（単位：％）

平成 27年度の 
主な使いみち（単位：万円）

＝用語の説明＝

※１ 地方債償還…借金（一会計年度を超
えて行う借入れ）の返済

※ 2 繰出金…一般会計から公営企業に対
して繰り出される負担金

※ 3 標準財政規模…その地方公共団体が
標準的な行政活動を行う上で通常見込ま
れる一般財源（使途が特定されておらず、
地方自治体が自らの裁量で使用できる財
源）の規模

［桑折町は概ね 35 億円程度］

※ 4 基金（貯金）…特定の目的のために、
資金を積み立て、または定額の資金を運
用するために設ける財産
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一般会計が実質的に負担する地方
債償還金※１の標準財政規模※3 に
対する割合の３か年平均値。一般
会計が直接借り入れた地方債だけ
でなく、公営事業会計や一部事務
組合の地方債償還に係る負担も含
まれます。町として年間どの程度
を借金の返済に充てているかを指
標化したもので、一般会計の資金
繰りの悪化の度合いを示します。

一般会計が将来負担すべき実質的な負債
の標準財政規模※3 に対する割合。公営事
業会計や一部事務組合の他、地方公社（土
地開発公社等）や第三セクターに対する
実質的な負担も含めた一般会計の将来負
担見込額から、基金※4 など地方債償還等
に充てることができる財源（充当可能財
源）を控除したものが標準的な年間収入
の何％に相当するのかを指標化したもの。
地方債償還などの負担が将来の町財政を
圧迫する可能性の度合いを表します。

平成27 年度 町財政の

『健全化判断比率』
『資金不足比率』 町財政の健全性を、一般会計は健全化判断比率で、

公営企業会計は資金不足比率で判断します。

公
表

本町の財政は
健全性が保たれています！
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